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要旨

① 全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

2016 年 1 月より開始された全国がん登録を用いて、わが国全体におけるがん患者の自殺実態や多発時期、高リス

ク群を明らかにすることで、がん患者の自殺対策を検討する上での基礎知見とすることを目的とした。2016年 1月 1

日～6 月 30 日にわが国でがんと診断され、全国がん登録データベースに登録されたがん患者を対象とし、がん診断

から 6ヶ月間追跡した。対象がん患者のうち追跡期間内に自殺で死亡した者を同定し、一般人口と比較した自殺の標

準化死亡比、絶対超過リスクを算出した。また、自殺したがん患者を対象に自殺の手段、自殺の発生場所を調査し

た。解析対象となったがん患者 546,148人（249,116人年）のうち、がん診断後 6ヶ月以内に 145人が自殺で死亡して

いた。自殺の手段は、縊首・絞首・窒息 106 人（73.1%）、高所からの飛び降り 16 人（11.0%）、化学物質・有害物質

等による中毒 7 人（4.8%）、その他 16 人（11.0%）であった。自殺の発生場所は、自宅敷地内 105 人（72.4%）、施

設・公共の建築物等（病院を含む）9 人（6.2%）、その他 31 人（21.4%）であった。一般人口と比較したがん患者の

自殺死亡の危険性に関する解析については現在論文査読中であり、解析結果の修正の可能性があるため、論文掲載

後に報告する。本研究の結果は、我々が過去に行った東京都監察医務院の自殺検案事例を対象としたがん既往のあ

る自殺者に関する調査（Fujimori et al. Jpn J Clin Oncol 2017）を支持する結果であり、がん患者への診断の伝え方のみ

ならず、伝えた後のフォローアップを注意深く行う必要があると考えられた。本研究により、わが国のがん診断後

の自殺の実態や多発時期、高リスク群が明らかとなることでより実行性のあるがん患者の自殺対策の検討が可能と

なる。また、今後も同様の研究手法を用いてがん患者の自殺実態を経時的に解析することで、がん患者の自殺のサ

ーベイランス体制を構築することが可能となると考えられる。

② 『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

がん医療における自殺や自殺対策について医療従事者への知識の普及を図ることを目的に、『がん医療における自

殺対策の手引き（2019 年版）』を作成した。研究成果に加え、がん患者の自殺や自殺対策に関する先行研究のレビュ

ーで明らかになった現状・課題、それを踏まえたがん医療における自殺対策の方向性についての提言を手引きにま

とめ、がん医療や自殺に関連する学会・団体等に手引きの外部評価を依頼し、評価結果の検討を行い反映し、最終

版の手引きを作成した。先行研究の多くががん患者の自殺の危険性は一般人口と比較して有意に高いことを示して

おり、また、がん患者では自殺に至る背景やプロセスが一般人口における自殺とは異なる面も存在することが示唆

された。現状ではがん患者の自殺対策のための有効な介入方法のエビデンスは存在しないが、がん患者特有の自殺

のリスク因子に基づいた自殺対策を講じる必要があると考えられること、がん診断直後、進行がん患者、がんサバ

イバーの 3 つの時期ごとに特異的な自殺対策を講じる必要性があると考えられることなどの提言をまとめた。『がん

医療における自殺対策の手引き』を作成することで医療従事者への知識普及や教育体制の強化により、各々の医療

機関の臨床における自殺対策を推進することが可能となると考えられる。今後は今回の手引きにより明らかとなっ

た現状や課題を踏まえ、がん医療における自殺対策についてより具体的な検討を行う必要があると考えられる。
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1.研究目的

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

がん患者の自殺の危険性は一般人口と比較して高いことが大半の先行研究で報告されているが、調

査が行われた国や対象、追跡期間などにより個々の研究で示された自殺の危険性には差違がある（1, 

2）。また、がん患者ではがん診断からの期間が短いことが自殺のリスク因子であることが報告されて

おり、男性や進行がん、一部のがん原発部位で特に自殺の危険性が高い傾向にあることが報告されて

いる（2, 3）。わが国では、Yamauchi らによる多目的コホートを用いた前向きコホート研究（4）や

Tanaka らによる単施設の後ろ向き研究（5）において、がん患者のがん診断後 1 年以内の自殺の危険性

が有意に高いことが報告されているが、これらのわが国の先行研究は、対象地域や患者数、調査が行

われた年代などの点で限界があり、わが国全体のがん患者の自殺の実態や多発時期、高リスク群の詳

細は明らかになっていないのが現状である。がん患者の自殺の危険性やそのリスク因子は国や文化に

よる差違がある可能性があり（1）、わが国の知見に基づいた自殺対策を講じる必要があると考えられ

る。本研究では、2016 年 1 月より開始された全国がん登録を用いて、わが国全体におけるがん患者の

自殺実態や多発時期、高リスク群を明らかにすることで、わが国の知見に基づくがん患者の自殺総合

対策を検討する上での基礎知見とすることを目的とした。また、一部の自殺は自殺以外の外因死と報

告されている可能性があり、がん診断後の自殺以外の外因死についても実態を明らかにする。

②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

がん医療における自殺や自殺対策に関する先行知見を網羅的にまとめた、日本語で利用可能な総説

や報告書等は乏しい。また、全国がん登録を用いた調査結果等を公表するとともに、医療従事者や医

療機関を対象に、がん患者の自殺についての現状・課題や自殺対策の方向性について示す必要がある

と考えられる。がん医療における自殺や自殺対策について医療従事者への知識の普及を図ることを目

的に、『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』を作成した。 

2.研究方法

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

プロトコル論文を作成し公表した（6）。今回の解析では、2016年 1月 1日～6月 30日にわが国でがん

と診断され、全国がん登録データベースに登録されたがん患者を対象とし、がんの剖検発見例、死亡

者情報票のみの者、がん診断年月が不明の者、性別・年齢不明の者、診断時患者住所が国外・不明の

者は除外した。

対象患者をがん診断から 6 ヶ月間追跡し、対象がん患者のうち追跡期間内に自殺、自殺以外の外因死

（以下、対象死因）で死亡した者を全国がん登録データベースに登録された死因（ICD-10 コード）を

用いて同定した（自殺：X60-X84, Y87.0；自殺以外の外因死：V01-X59、Y10-Y34）。生存期間は全国が

ん登録データから提供された月単位の生存期間を用いた（［死亡年月（または最終生存確認年月）－が

ん診断年月］×30.5 日（1 ヶ月）で算出）。がん患者における対象死因の発生件数および一般人口にお

ける対象死因の期待される発生件数（対象がん患者の観察人年と、2016 年の推計人口（総人口）およ

び人口動態調査死亡票を基にした一般人口における年齢、性別、都道府県ごとの対象死因による死亡

率を用いて算出）を用いて、標準化死亡比（SMR）、絶対超過リスク（EAR）および 95%信頼区間を算

出した。SMR、EAR を性別、年齢、がん診断後の時期、がん原発部位、進展度、根治的治療の有無な

どのサブグループごとに算出した。

また、自殺したがん患者を対象に自殺の手段、自殺の発生場所を調査した。
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②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

革新的自殺研究推進プログラムにおける研究成果に加え、がん患者の自殺や自殺対策に関する先行

研究のレビューで明らかになった現状・課題、それを踏まえたがん医療における自殺対策の方向性に

ついての提言を検討し、『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』としてまとめた。がん

医療や自殺に関連する学会・団体、患者代表・一般市民代表に手引きの外部評価を依頼し、評価結果

の検討を行い反映し、最終版の手引きを作成した。

倫理面への配慮 

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

国立研究開発法人国立がん研究センター研究倫理審査委員会、名古屋市立大学大学院医学系研究科

及び医学部附属病院医学系研究倫理審査委員会の承認を得て行った。本研究に関係するすべての研究

者は「ヘルシンキ宣言」および｢人を対象とする医学系研究に関する倫理指針｣および実施計画書に従

って本研究を実施する。

②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

本手引き作成に関係するすべての研究者は「ヘルシンキ宣言」を遵守して実施する。なお、本手引

き作成は、直接に患者を扱うものではなく、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」には該当

しない。

3.研究結果

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

解析対象となったがん患者 546,148 人（249,116 人年）のうち、がん診断後 6 ヶ月以内に 145 人が自殺

で死亡していた。自殺の手段は、縊首・絞首・窒息 106 人（73.1%）、高所からの飛び降り 16 人

（11.0%）、化学物質・有害物質等による中毒 7 人（4.8%）、その他 16 人（11.0%）であった。自殺の発

生場所は、自宅敷地内 105 人（72.4%）、施設・公共の建築物等（病院を含む）9 人（6.2%）、その他 31

人（21.4%）であった。一般人口と比較したがん患者の自殺死亡の危険性に関する解析については現在

論文査読中であり、解析結果の修正の可能性があるため、論文掲載後に報告する。

②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

先行研究の多くががん患者の自殺の危険性は有意に高く、メタ解析では一般人口と比較したがん患

者の自殺の危険性は 1.55 倍であることが報告されているが（1）、調査が行われた国や対象、追跡期間

などにより個々の研究で示された自殺の危険性やリスク因子には差違があり（1, 2）、わが国のがん患

者の自殺対策を講じる上では、わが国のがん患者の自殺の多発時期やリスク因子の知見に基づく必要

があると考えられた。また、がん患者では一般人口同様にうつ状態にまで追い込まれた人々が多く自

殺に至っているとの報告がある一方（7）、アルコール使用障害など一般人口における自殺者に高い頻

度で認められる他の要因に関しては、がん患者はそれらを有していなくても自殺に至っていることが

示唆された（7-9）。現状ではがん患者の自殺対策のための有効な介入方法のエビデンスは存在しないが

（10）、これらの先行知見からはがん患者の自殺対策として一般人口における自殺対策をそのまま応用

するのみでは不十分であり、がん患者特有の自殺の背景要因やリスク因子に基づいた対策を講じる必

要があると考えられた。がん患者ではがん診断直後の自宅敷地内における自殺の危険性が高いと報告

されおりこの時期の自殺にはがん診断・告知に伴う精神心理的苦痛の影響も示唆されていること（2, 

3）、進行がん患者の自殺対策では身体症状や身体機能低下、実存的苦痛へのアプローチも必要である

と考えられること（11）、海外の調査ではがんサバイバーも自殺の危険性が高いと報告されていること
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から（12）、がん患者全体に対する基本的な自殺対策に加え、①がん診断直後、②進行がん患者、③が

んサバイバー（狭義）の 3 つの時期各々に対する特異的な自殺対策が必要であると考えられた（13）。

また、がん告知直後、がんの進行・再発、緩和的治療への移行時などのタイミングは、特に注意をし

て精神心理面や自殺の危険性の評価を行う必要があると考えられること、悪い知らせの伝え方などの

医療従事者のコミュニケーション・スキル・トレーニングの促進やがん診断時からのうつ状態や苦痛

のスクリーニング、がん診断前後からの多職種による支援体制の充実が自殺対策としても必要である

と考えられること、自殺の高リスク群では背景に存在する苦痛や社会的要因の評価を行い、専門的な

精神心理的評価・介入や、苦痛に応じた専門的緩和ケア等の導入、社会資源の情報提供など、多職種

による支援体制を構築する必要があると考えられることなどを提言としてまとめた。

作成した手引きについて、がん医療や自殺に関連する計 17 の学会・団体からの推薦者計 16 名および

患者代表・一般市民代表計 2 名の合計 18 名の外部評価者に手引きの外部評価を依頼した。外部評価の

結果、170 以上の意見が集まり、各意見に対して回答を作成するとともに手引きへの反映を検討した。

作成した最終版の手引きについて外部評価者からの了承を得た。

4.考察・結論

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

本研究の結果は、我々が過去に行った東京都監察医務院の自殺検案事例を対象としたがん既往のあ

る自殺者に関する調査（9）を支持するものであり、がん患者のがん診断後 6 ヶ月以内の自殺が少なか

らず生じており、特に自宅敷地内での自殺が多いことが確認できた。本研究結果からはがん患者への

診断の伝え方のみならず、伝えた後のフォローアップを注意深く行う必要があると考えられた。今後、

自殺の多発時期や高リスク因子についての詳細を明らかにしていくことで、より効果的ながん患者の

自殺対策が可能となると考えられる。

②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

『がん医療における自殺対策の手引き』を作成することで、がん医療における自殺や自殺対策につ

いて医療従事者への知識普及や教育体制の強化を行うことが可能となり、各々の医療機関の臨床にお

ける自殺対策を推進することが可能となると考えられる。今回の手引きの外部評価では、先行研究の

知見・エビデンスのみならず実際の臨床における事前予防や危機介入の具体的な介入方法、自死遺族

等や関わった医療従事者に対する事後対応についての記載の充実を求める意見が多く、今後は今回の

手引きにより明らかとなった現状や課題を踏まえ、がん医療における自殺対策についてより具体的な

検討を行う必要があると考えられる。

5.政策提案・提言

①全国がん登録データを利用したがん患者の自殺についての実態調査

がん患者のがん診断後 6 ヶ月以内の自殺が少なからず生じていることからは、がん診断前後の時期に

患者に接する多職種の医療従事者に対するがん患者の自殺に関する知識の普及と、コミュニケーショ

ン・スキル・トレーニング（「悪い知らせ」の伝え方や精神症状の早期発見など）の促進、がん診断前

後からの速やかな精神症状や苦痛のスクリーニングと多職種による相談支援体制の構築、専門的な精

神心理的ケアへのアクセス勧奨が必要と考えられる。

今後も同様の研究手法を用いてがん患者の自殺実態を経時的に解析することで、がん患者の自殺の

サーベイランス体制を構築することが可能となり、また、全国がん登録のデータの蓄積後にがん患者
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の自殺のリスク因子や多発時期をより詳細に明らかにすることで、より具体的ながん患者の自殺対策

を検討する必要があると考えられる。

②『がん医療における自殺対策の手引き（2019 年度版）』の作成

本手引きの公表によりがん医療における自殺や自殺対策についてがん医療に携わる医療従事者への

知識普及を行うとともに、本手引きで明らかになった知見や提言をもとに、がん患者の自殺や自殺対

策に関する知識普及やコミュニケーション・スキル・トレーニングの重要性について、各々の医療機

関における研修会等や厚生労働省委託事業緩和ケア研修会（PEACE）、日本サイコオンコロジー学会主

催がん診療に携わる医師に対するコミュニケーション技術研修会（SHARE-CST）等で医療者教育体制

の強化を行う必要があると考えられる。また、がん患者の自殺の個別的対策として、本手引きに基づ

いて自殺の高リスク群のスクリーニング評価やハイリスク群に対する多職種によるケースマネージメ

ントの促進を行う必要があると考えられる。
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